
 

                            

規制の事前評価書 

 

法律又は政令の名称：海事産業の基盤強化のための海上運送法等の一部を改正する法律の施行に

伴う関係政令の整備及び経過措置に関する政令案 

規 制 の 名 称：無料船員職業紹介事業者の欠格事由の整備(船員職業安定法施行令第 2条)                             

規 制 の 区 分：新設、改正（拡充、緩和）、廃止 ※いずれかに○印を付す。 

  担 当 部 局：海事局船員政策課 

  評 価 実 施 時 期：令和３年１０月１８日                             

 

１ 規制の目的、内容及び必要性 

①  規制を実施しない場合の将来予測（ベースライン） 

 

海事産業の基盤強化のための海上運送法等の一部を改正する法律(令和３年法律第 43

号)にて、船員職業安定法(昭和 23 年法律第 130 号。以下「法」という。)が改正され、無料

の船員職業紹介事業の適正・的確な運営や船員の適正な就業機会の確保を図るため、法第

35 条第 1 号において、無料船員職業紹介事業の許可にかかる欠格事由を新設し、その欠格

事由の一つとして、「禁錮以上の刑を受け、又は政令で定める労働関係法律の規定若しくは

暴力団・暴力行為関係規定に違反して罰金刑を科された後５年経過しない者」を定めたとこ

ろ。これを受けて、船員職業安定法施行令第２条において、同号の「労働に関する法律の規

定であって政令で定めるもの」について、 

・労働者保護の根幹たる強制労働の禁止（労働基準法第５条）、中間搾取の禁止（同法第

６条）及び最低年齢（同法第 56 条、船員法第 85条第 1項）に係る規定や、 

・無料の船員職業紹介と同様に労働力の需要供給の適正かつ円滑な調整を担う職業紹介、

委託募集、労働者供給及び労働者派遣並びにこれらに類する制度（港湾労働法、外国人

の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律等）に係る規定 

を定めることとする。 

本施行令において、欠格事由の一つである「労働に関する法律の規定であって政令で定

めるもの」を定めなかった場合、無料の船員職業紹介事業において、事業を行うことが不適

切な者（労働に関する法令に違反した者）に対して事業許可が与えられることになり、事業

の適正・的確な運営が確保されず、船員の適正な就業機会を確保できないおそれがある。 

 

② 課題、課題発生の原因、課題解決手段の検討（新設にあっては、非規制手段との比

較により規制手段を選択することの妥当性） 

 



 

［課題及びその発生原因］ 

船員については、就業者数の減少等により、特に内航船員で高齢化が顕著であり、内航

船員全体の約半数を 50歳以上の船員が占めている状況である。近年においては、内航船員

の新規就業者数は増加傾向にあるものの、新人船員においては長時間労働や船内の人間関

係等が要因となり、その定着が阻害されているところ、内航船員の高齢化が進み、新人内

航船員の定着率が低下すると、将来的には船舶の運航に不可欠な船員の人数が不足し、国

民生活及び経済を支える安定的な海上輸送を確保することができなくなるおそれがあるこ

とから、今後も海上輸送を担う優秀な人材を確保するため、船員が不適切な労働環境で就

労することがないよう、適正な就業機会の確保が課題となっている。 

［規制以外の政策手段の内容］ 

 無料の船員職業紹介事業を営む事業者に対し、通達等により周知・啓発を図ることが考

えられるが、事業者は必ずしもそれらの通達等に従う義務はなく、どの程度対応するか不

確実であり、船員に対する適正な就業機会の確保のためには、規制手段の採用が妥当であ

る。 

［規制の内容］ 

 無料船員職業紹介事業の許可に関する欠格事由となる労働関係法令を規定することによ

り、労働関係法律違反者等の事業運営において不適切な者の参入を防止するもの。 

 

 

２ 直接的な費用の把握 

③ 「遵守費用」は金銭価値化（少なくとも定量化は必須） 

 

（１）遵守費用について 

船員が不適切な労働環境で就労することがないよう、労働関係法律違反者等の参入を防止

するため、無料船員職業紹介事業の許可に関する欠格事由となる労働関係法令の規定を整備

するものだが、欠格事由に該当する者について事業の許可を与えないこととするものであ

り、遵守費用は発生しない。 

 

④ 規制緩和の場合、モニタリングの必要性など、「行政費用」の増加の可能性に留意 

 

無料船員職業紹介事業の許可に関する欠格事由となる労働関係法令の規定の整備により、

事業許可申請者が当該欠格事由に該当するか否かについて警察署等への確認等が必要とな

るところ、単価は当該業務の時給約 1,800 円、確認に要する時間を１人で１時間と仮定し、

年間見込件数は直近５ヶ年度（Ｈ28～Ｒ２）の事業許可申請件数 38 件の平均値（約８件）

と仮定すると、約 1,800 円（※）×１人×１時間×約８件＝約 14,400 円が新たに発生する

行政費用として見込まれる。 

※国家公務員の給与（令和２年版）の３級職員（30 号俸）の俸給 277,200 円÷（７時間×22

日）≒1,799 円 

 



 

３ 直接的な効果（便益）の把握 

⑤ 効果の項目の把握と主要な項目の定量化は可能な限り必要 

 

不適切な事業者の排除及び適正な就業環境の確保により、適正な就業機会が確保され、新

人内航船員の定着率の向上が期待される。なお、その効果については、個々の事業者におけ

る経営状況や雇用状況が異なるため定量的に把握することが困難であるが、「新人船員の定

着率」については、本規制のみではなく改正法全体政策により、法施行から５年後の 2027

年までにこれまでの統計における最高水準である 85％へと引き上げたいと考えている（2019

年 78.9%）。 

 

 

⑥ 可能であれば便益（金銭価値化）を把握 

 

上記の通り、当該規制の効果については定量的に把握することが困難であり、このため、

金銭価値化も困難である。 

 

⑦ 規制緩和の場合は、それにより削減される遵守費用額を便益として推計 

 

該当なし。 

 

４ 副次的な影響及び波及的な影響の把握 

⑧ 当該規制による負の影響も含めた「副次的な影響及び波及的な影響」を把握するこ

とが必要 

 

該当なし。 

 

５ 費用と効果（便益）の関係 

⑨ 明らかとなった費用と効果（便益）の関係を分析し、効果（便益）が費用を正当化

できるか検証 

 

上述のとおり、今般の改正による遵守費用は発生せず、追加的な行政費用も軽微である。

一方で、今般の改正により、無料の職業紹介事業において、不適切な事業者を排除し適正な

就業機会が確保されることで、新人内航船員の定着率が改善され、海運業者等の事業継続及

び安定的な海上輸送の確保に寄与するものと考えられる。 



 

このため、効果（便益）が費用を上回ると考えられることから、当該規制案を導入するこ

とが適当である。 

 

 

６ 代替案との比較 

⑩ 代替案は規制のオプション比較であり、各規制案を費用・効果（便益）の観点から 

比較考量し、採用案の妥当性を説明 

 

［代替案の内容］ 

  規制案において定めようとする「労働に関する法律の規定であって政令で定めるもの」

のうち、いずれかの条項を除外する。 

［費用］ 

  新たな遵守費用は発生しない。行政費用については、確認の対象となる法令数の減少に

より、規制案との金額の差は発生するが、極めて軽微なものである。 

［効果（便益）］ 

  規制案において定めようとする「労働に関する法律の規定であって政令で定めるもの」

は、労働者保護の根幹たる規定や、無料の船員職業紹介と同様の職業紹介に関する制度に

係る規定であり、これらに違反した者については、船員職業紹介事業においても同種の違

反を行う蓋然性があることから、いずれかの条項を除外した場合、船員に対する適正な就

業環境の提供という観点から不適切な事業者を排除する効果は十分でなく、船員の労務管

理の適正化及び働き方改革の実現は期待できない。 

［副次的な影響及び波及的な影響］ 

  想定されない。 

［費用と効果（便益）の比較］ 

  遵守費用は想定されず、行政費用は一時的に発生する。 

  一方、効果については限定的であり、新人船員の定着率を向上させ、人材を持続的に確

保できる環境を整備することは実現できないと想定される。 

［規制案と代替案の比較］ 

規制案と代替案を比較すると、両案とも費用面については同様であるが、代替案は規制

案よりも効果が限定的であるため、規制案を採用することが妥当である。 

 

７ その他の関連事項 

⑪ 評価の活用状況等の明記 

 

無料の船員職業紹介事業の許可の欠格事由を含め、海事産業強化法による、船員の働き方

改革の内容は、交通政策審議会海事分科会船員部会において、平成３１年２月の第１０９回

以降、１年以上にわたり、船員の労働実態把握のための調査結果等を踏まえ、議論されてき



 

たところ。 

 

８ 事後評価の実施時期等 

⑫ 事後評価の実施時期の明記 

 

当該規制については、施行から５年後に事後評価を実施する。 

 

 

⑬ 事後評価の際、費用、効果（便益）及び間接的な影響を把握するための指標等をあ

らかじめ明確にする。 

  

新人内航船員定着率を指標として活用する。 

 


